
４ 平成３０年度に実施した主な事業 

＜保健・医療・福祉の充実に＞ 

災害救助その他援護事業の推進 ２，７８２万円 

災害時における医療・福祉拠点の機能強化に向け、病院等の関係機関との情報連携、調整機能の

整備を実施した。

地域包括ケアシステムの推進 ５，２３７万円 

川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域包括ケアシステム連絡協議会の

参画団体を88団体まで拡充したほか、戦略的広報に向けた留意点をまとめ、効果的な情報発信に努
めるなど、市民や事業者、関係機関・団体等の理解度の向上と意識の醸成に向けた取組を推進した。

また、市民による地域活動の活性化や課題解決に向けた住民ワークショップを開催するなど、地域

マネジメントの推進に向けた取組を実施した。

生活保護受給者及び生活困窮者に対する自立支援対策事業の推進 ４億２，２６４万円 

生活保護受給世帯の子どもに対する学習支援の実施場所を11か所から12か所に増やし、利用を拡
大するとともに、主に失業により経済的に困窮している市民に対し、早期に困窮状態から脱却でき

るよう経済的・社会的自立に向けた支援を行った。

生活保護業務の実施 ５７３億７，０６５万円 

生活に困窮する市民に対して、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活

を保障することを目的に、生活保護費を支給するとともに、医療扶助適正化のためにレセプトデー

タ分析を実施した。

いこいの家・いきいきセンターの運営 ７億８，７４９万円 

高齢者の生きがい・健康づくりの場に向けた取組を推進するとともに、多世代交流を促進した。

また、両施設の今後の方向性についてまとめた「いこいの家・老人福祉センター活性化計画（ＩＲ

ＡＰ）」を策定した。

かわさき健幸福寿プロジェクト ２，５０８万円 

344の介護サービス事業所が参加し、要介護等の改善・維持の成果を上げた事業所には報奨金等
のインセンティブを付与する第２期「かわさき健幸福寿プロジェクト」の取組を推進した。参加516
名中の要介護度の改善率は14.1％（73名）となり、平成30年８月には、これらの成果を讃える表彰
式と記念講演を開催した。

福祉人材確保対策事業の推進 １億７，２１３万円 

介護人材の確保・定着に向けて引き続き、人材の呼び込み、就労支援、定着支援、キャリアアッ

プ支援に取組むほか、外国人介護人材の定着支援として各種研修やメンタルケアの取組を実施した。

高齢者の多様な居住環境の整備 １３億９，４４５万円 

介護サービスの基盤整備を図るため、中原区（井田地区）高津区（久末大谷地区）の特別養護老

人ホームについて、建設費補助を行うとともに、特別養護老人ホームにおける、入居申込者管理シ

ステムを整備した。

また、要介護高齢者の在宅生活を支えるケアの中核となる「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」

や「（看護）小規模多機能型居宅介護」等の地域に密着した介護サービスの整備を促進した。



障害者福祉サービスの充実 ２２１億８，６７７万円 

障害者総合支援法の改正により、障害者の就労定着を支援するため、相談や指導・助言、関係機

関との連絡調整などを行うサービスを実施した。

また、肢体不自由の方向けのグループホームの整備に対する補助を充実するとともに、発達障害

者の保護者によるペアレントメンター事業や、かかりつけ医等への発達障害に関する研修を新たに

実施するなど、発達障害のある方への支援を充実した。

障害者雇用支援の推進 ２億６１３万円 

主に精神障害者を対象とした短期間雇用創出プロジェクトを本格実施し、一般就労移行に向けた

さらなる取組を推進した。

予防接種の実施 ４０億５，６８１万円 

感染症の予防及びまん延を防止するため、各種定期予防接種を実施するとともに、風しんの流行

状況を踏まえた緊急対策として任意の予防接種の対象者を拡大した。

指定難病対策事業の実施 １３億８，５５５万円 

神奈川県から権限移譲を受けた指定難病の医療費助成等を実施した。

動物愛護事業の推進 ８億５，１５６万円 

人と動物の共生する社会を実現するため、動物愛護と適正な飼養に係る普及啓発の拠点として動

物愛護センターの再編整備を進め、平成31年２月に開所した。

救急医療体制の確保 ９億７，４７８万円 

休日や夜間における診療や重症・重篤患者に対する医療を適切に提供し、周産期医療を含めた救

急搬送患者の円滑な受入体制の確保等を行った。

がん検診事業の実施 ２２億３１７万円 

がん検診の受診率向上のため、コールセンターや成人検診業務管理システムを活用した個別受診

勧奨などの取組を進めた。

看護師確保対策事業の推進 １億５，９１４万円 

医療の高度化・多様化への的確な対応や、地域包括ケアシステムの担い手としての看護師を養成

していくため、市立看護短期大学の四年制大学化に向けた基本計画を策定した。

＜学校教育と生涯学習に＞ 

学校教育 ５１億４，４８５万円 

教職員の働き方改革として、学校運営体制整備事業では、教職員事務支援員のモデル配置を小学

校３校で実施したほか、部活動推進事業では、部活動指導員のモデル配置を中学校３校で実施した。

また、就学事務事業では、事務の効率化と教職員の負担軽減のため、就学援助システムを構築した。

キャリア在り方生き方教育推進事業では、全校実施を支援し、かわさきパラムーブメントのレガ

シーである「多様性を尊重する社会をつくる子どもを育むまち」の形成に向けて、保護者・教職員

用啓発リーフレットの作成・配布を行い、かわさき共生＊共育プログラムの実施と関連させて推進

した。

児童生徒指導・相談事業では、いじめや不登校などに対応するため、スクールカウンセラーの配

置等を行うとともに、各区に１名以上スクールソーシャルワーカーを配置し、社会福祉等の専門的

な見地から課題を抱える児童生徒への支援を充実させた。

読書のまち・かわさき事業では、小学校の学校図書館への学校司書の配置を21校から28校に拡大
し、学校図書館の充実に向けて、常に人がいる環境づくりを行った。



子どもの音楽活動推進事業では、より多くの児童が鑑賞できるよう、ミューザ川崎シンフォニー

ホール及びテアトロ・ジーリオ・ショウワで子どものためのオーケストラ鑑賞を実施した。

魅力ある高校教育の推進事業では、定時制生徒の進学や就職に向けた支援員を配置する自立支援

事業を２校で実施した。

児童支援コーディネーター専任化事業では、小学校全校の専任の児童支援コーディネーターが、

これまでの教育的ニーズに加え、児童虐待、貧困、外国につながりのある児童等に的確に対応した。

英語強化教員配置事業では、新学習指導要領に対応するため、新たに英語強化教員を配置した。

医療的ケア支援事業では、保護者の負担軽減を図るため、小・中学校等を対象に、医療的ケアを

必要とする児童生徒に対し、看護師が一人ひとりのケアの状況に応じて訪問した。

小学校等給食運営事業及び中学校給食推進事業では、川崎らしい特色ある「健康給食」を推進す

るとともに、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進した。

社会教育 ４億１，３７１万円 

地域における教育活動の推進事業では、子どもの泳力向上に向けて、地域の教育資源であるスイ

ミングスクール等と連携して、泳ぎが苦手な子どもを対象に水泳教室を実施した。

地域の寺子屋事業では、地域ぐるみで子どもの学習や体験活動をサポートし、多世代で学ぶ生涯

学習の拠点づくりを進めるため、地域の寺子屋を市内47か所に拡充して開講した。
文化財保護・啓発事業では、市内文化財の調査や保存修理等を実施した。また、国史跡橘樹官衙

遺跡群については、史跡めぐりや現地見学会等の開催による史跡の周知や、国史跡橘樹官衙遺跡群

整備基本計画を策定した。

日本民家園及び青少年科学館では、魅力ある博物館運営を実施した。

教育施設整備 １７７億４，０５４万円 

児童生徒の増加に対応するため、小杉小学校を新設したほか、小・中学校の増築等を行った。ま

た、安全で快適な施設整備を計画的に進めるため、学校トイレの快適化やエレベータ整備等を実施

した。さらに、学校施設の教育環境の改善と長寿命化の推進により財政支出の縮減を図る「学校施

設長期保全計画」に基づき、既存校舎等の改修による再生整備と予防保全の工事を実施した。あわ

せて、学校防災機能整備事業として、天井落下防止工事等の非構造部材の耐震対策やブロック塀の

安全対策、発電機の整備等を進めた。

＜子育ての支援に＞ 

幼児教育の振興 ２１億４，４６８万円 

経済的負担を軽減し、幼児教育の振興を図るため、私立幼稚園に在園する３～５歳児の保護者に

対して保育料補助を実施した。また、文部科学省の示す「幼児教育の無償化に向けた取組の段階的

な推進」を踏まえ、市民税所得割額が一定以下の世帯への補助額を増額した。

子ども・若者応援基金の創設  １億６，４６２万円 

「頑張る子ども・若者を応援する互助のまちづくりの推進」のために、「機会格差をなくす取組」

と「子ども・若者の挑戦の後押し」を目的として、新たに基金を創設した。

地域子育て支援の推進  ３億６２８万円 

地域子育て支援センターでは、子育て中の親子の交流促進や相談援助を実施し、ふれあい子育て

サポートセンターでは、市民相互による育児援助活動を行うなど、地域子育て支援を推進した。

母子保健事業の推進  ２１億３，３２３万円 

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する様々な悩み等に対応し、切れ目のな

い支援に向けた取組を推進した。



児童家庭支援センターの運営  ８，５７０万円 

市内６か所の児童家庭支援センターにおいて、地域に根差した相談支援機関として事業を推進し

た。

各種医療費等の助成や手当の支給  ３１７億２，０２０万円 

小児医療費の入院医療費助成に係る所得制限を廃止し、小児医療費、ひとり親家庭等医療費、小

児ぜん息患者医療費、小児慢性特定疾病医療費等の各種保険医療費の自己負担額を助成した。また、

子どもを養育する家庭等に対して児童手当を支給するとともに、ひとり親家庭等の生活安定と自立

促進に寄与するため、児童扶養手当等を支給した。

青少年の健全育成  ４０億８，０３７万円 

地域社会全体で子ども・若者を見守り、支えるしくみづくりに向け、青少年を育成・指導する団

体を支援するとともに、青少年フェスティバル等のイベントを通じて、青少年の社会参加を促進し

た。

多様な体験や活動を通じた児童の健全育成を推進することを目的として、こども文化センターの

運営とわくわくプラザ事業を実施した。また、学校の夏休み等の期間において、わくわくプラザの

朝の開所時間延長に向けた試行的な取組を実施するとともに、環境改善を図るため、こども文化セ

ンターの補修工事や狭あいの解消等を目的としたわくわくプラザ室の整備を実施した。

さらに、子どもの権利施策を推進するための広報・啓発事業等を行うとともに「川崎市子ども・

若者の未来応援プラン」に基づき、子どもの貧困対策を推進した。

社会的養護を必要としている児童への支援  ３６億２，００６万円 

社会的養護を必要とする児童が家庭に近い環境で養育されるよう、里親等への委託を推進したほ

か、児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設等への運営支援を行った。また、新たに子ども・若

者応援基金を活用して、学習・進学を支援するとともに、里親や施設等の児童が地域の中で安心し

て生活できるよう、社会的養護に関する普及啓発や関係機関が連携した支援の充実に向けた取組を

推進した。

児童虐待の防止 １億１，１７６万円 

改正児童福祉法に基づき、児童相談所の職員を増員し体制を強化した。また、より迅速、的確な

支援の充実に向け、児童相談所と区役所をネットワーク化する「児童相談システム」を導入した。

要保護児童対策地域協議会を通じて、要保護児童等に対する支援の情報共有を行うとともに、医

療機関、警察等関係分野別連携会議等を開催しネットワーク体制の充実を図った。

「虐待のないまちづくり」推進のため、区民祭等での民生委員児童委員・主任児童委員等と協働

による啓発活動や、小学生対象のフットサル大会を開催する中で児童と保護者向け啓発活動を行っ

た。

多様な保育の充実  ５５９億７，３０９万円 

保育受入枠を拡大するとともに、各区役所において保護者の保育ニーズに応じた多様な保育施策

を紹介するなど、きめ細やかな利用者への相談、支援等の取組を推進したものの、保育所等利用申

請者数の大幅な増加等の影響により、平成31年４月１日時点の待機児童数は14名となった。
保育所の整備については、民有地活用型等で３か所を整備し230名の定員増、民間事業者活用型
等で19か所を整備し1,125名の定員増を行った。また、市内４か所の公立保育所を建替え及び移築
により民設民営化し、170名の定員増を行った。
年度限定型保育事業や一時保育、延長保育の実施及び定員超過補助者雇上事業の拡充のほか、処

遇改善等加算について、新たに国の処遇改善等加算Ⅱを補完するための対策を行うとともに、職員

給与への反映に係る確認手法の構築に向けた取組を推進した。さらに、国の補助メニューを活用し

たサテライト型小規模保育事業、ＩＣＴ化推進事業を実施した。また、川崎認定保育園137施設に
対し運営費を助成するとともに、平成30年度より創設した川崎認定保育園認可化移行準備費補助金



を活用し、平成31年４月に川崎認定保育園８施設を認可保育所と小規模保育事業に移行した。
市内保育所等への保育士確保対策として、潜在保育士、養成校学生等を対象に就職相談会や保育

所見学バスツアー等を実施するとともに、遠隔地の学生等を対象に保育体験宿泊研修や出張就職相

談会を実施した。また、保育士資格取得支援事業や保育士修学資金貸付等事業費補助、保育士宿舎

借り上げ支援事業補助等を行った。

公・民保育所人材育成の取組として、「神奈川県保育士エキスパート等研修」を補完する形で保

育現場におけるリーダー的職員の育成に必要な専門性の向上を図るとともに、保育従事者の処遇改

善を目的としたキャリアアップ研修を実施した。

幼稚園については、一時預かり事業の長時間化・通年化を推進するとともに、平成31年４月に３
施設を認定こども園（幼稚園型３園）に移行した。

女性保護事業の推進  ４，５０３万円 

各区役所において、女性に関する相談・支援を行うなど、女性の人権擁護と自立に向けた取組を

推進した。また「川崎市ＤＶ相談支援センター」において、配偶者等からの暴力被害に対し、相談

機関等の紹介や制度案内等の電話相談を実施した。

ひとり親家庭の生活支援  １億２，０６９万円 

ひとり親家庭の自立支援に向けて、経済的支援や生活・就業支援など、多様な視点から総合的に

支援するとともに、平成31年度からの実施に向けて、支援施策の基本的な考え方をまとめ、ひとり
親家庭全体が対象となる施策を行うことを前提とし、親と子の将来の自立に向けた支援全体の再構

築を行った。

＜道路・公園緑地・河川・下水道の整備と安全なまちづくりに＞ 

交通安全施設の整備 １２億９，８１０万円 

社会的なニーズが高まっている道路の安全性向上、バリアフリー化等を図るため、歩道の設置、

交差点改良、道路反射鏡の設置やカラー舗装、ＬＥＤを用いた道路照明灯の設置・更新といった交

通安全施設等の整備を行うとともに、横断歩道橋等の道路施設の維持補修を行った。

また、「東京2020オリンピック・パラリンピック」に向けて、様々な来訪者にとってさらに分か
りやすい道路標識となるよう、英語表記の改善や高速道路のナンバリング等の整備を行った。

道路の改良及び舗装 ２９億１，６７０万円 

市民生活に密着した生活道路について、安全で快適な道路交通環境の改善を図るため、地域特性

に応じた市道の歩車道の拡幅や、側溝等を新設した。

また、国道409号、主要地方道横浜生田等の主要幹線道路の整備事業を実施した。

橋りょう架設改良及び補修 ９億２，８８５万円 

仮称等々力大橋について、都市間の連携強化や交通の円滑化を目的として、東京都とともに設計

調査、護岸工事等を実施した。また、末吉橋について、交差点の渋滞緩和や歩行者の安全確保を目

的として、横浜市とともに設計調査等を実施し、橋りょう下部工事に着手した。さらに、「川崎市

橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、高根橋ほか５橋の修繕工事及び小倉跨線橋ほか202橋の定期点
検を実施した。

安全性や快適性を確保し、かつ、地震災害に強い都市基盤を整備するため、橋りょうの耐震対策

事業や維持補修事業を実施した。

自転車対策 １３億４，５８５万円 

公共の場所における通行の確保を図るため、放置自転車の撤去業務等を実施した。

また、川崎駅東口周辺をはじめ市内の各所において、自転車等駐車場の整備を推進するとともに、

既存自転車等駐車場の補修工事を実施した。



さらに、自転車事故多発箇所等の自転車通行環境を整備するとともに、自転車・歩行者・自動車

が安全、安心、快適に通行できる環境の創出を目指し、「川崎市自転車ネットワーク計画」を策定

した。

都市計画道路等の整備 ３７億２，２４１万円 

広域拠点や交通結節点の機能強化及び骨格的な幹線道路ネットワークの形成を図るため、都市計

画道路東京丸子横浜線や世田谷町田線等の改良事業を実施した。

羽田連絡道路の整備 ７１億６，１７２万円 

羽田空港周辺地域と京浜臨海部の連携を強化し、成長戦略拠点の形成を図るため、キングスカイ

フロントと羽田空港を結ぶ羽田連絡道路の整備を推進した。

連続立体交差事業の推進 ６１億８，１４４万円 

京浜急行大師線の連続立体交差化を推進し、１期区間（小島新田駅～東門前駅間）において、地

下での運行を開始し、産業道路にある踏切を含む３か所の踏切を除却した。

また、ＪＲ南武線の連続立体交差化に向けて、矢向駅～武蔵小杉駅間において、概略設計や環境

影響評価調査等を実施した。

河川の整備及び維持補修 ２２億３，８６８万円 

五反田川の洪水を直接多摩川に地下トンネルで放流する五反田川放水路整備事業については、放

流部では樋門・堤外水路工事、分流部では立坑内隔壁などの土木施設を設置する工事を実施した。

また、平瀬川において護岸改修を実施するとともに、水門等の河川施設の保守点検・補修を行う

など、適切な維持管理を実施した。

緑化の推進 １億４，３８６万円 

緑化の推進を図るため、引き続き「市民100万本植樹運動」を展開し、その一環として植樹祭を
開催した。また、市内の建築物の屋上や壁面等の緑化に取り組む市民・事業者に対して、経費の一

部を助成した。

緑地の保全 ７億８，７９５万円 

都市における良好な自然環境を保全するため、特別緑地保全地区を1.90ha指定するとともに、黒
川宮添特別緑地保全地区ほか４地区の用地取得を行った。

等々力緑地再編整備の推進 ３４億２，４４３万円 

「等々力硬式野球場整備計画」に基づき、硬式野球場の整備を推進するとともに、等々力陸上競

技場第２期整備に向けた劣化調査などを行った。

また、民間活力の効果的な活用を検討するため、マーケットサウンディングを実施した。

さらに、英国オリンピック・パラリンピック代表チームの事前キャンプ受入れに向けて、等々力

陸上競技場の改修を行った。

公園緑地の整備拡充 ５億８，５７３万円 

池上新田公園において、防災関連施設の整備を実施した。

夢見ヶ崎動物公園の魅力創出に向けた取組の推進 ７１３万円 

「川崎市夢見ヶ崎動物公園基本計画」に基づく取組を推進するため、民間活力の効果的な活用に

向けたマーケットサウンディングを実施した。

緑ヶ丘霊園の利用者募集及び維持管理 ２億１１１万円 

緑ヶ丘霊園で一般墓所50か所の公募を行うとともに、指定管理者により霊園の適切な維持管理を
実施した。



多摩川プランの推進 ３億１，５６９万円 

「川崎市新多摩川プラン」に基づき、引き続き多摩川緑地の適切な維持管理を行うとともに、上

平間・古市場地区周辺エリアの再整備を行った。また、「多摩川エコミュージアムプラン」の推進

拠点である二ヶ領せせらぎ館や大師河原水防センターにおいて、適切な管理運営を行うとともに、

市民との協働による環境学習を実施した。

救急体制の強化 ２億２，１０６万円 

救命効果向上のため、メディカルコントロール体制における医師による指示、指導助言、再教育、

事後検証等の充実を図ったほか、救急隊が救急活動において使用する高度資機材（自動体外式除細

動器）を常時適切に運用できるよう維持管理を行った。

また、救急救命処置を行うことのできる救急救命士の常時乗車体制を確保するため新たに13名を
養成するとともに、高規格救急自動車を４台更新した。

消防団活動の強化 ２，８２０万円 

消防団による災害対応活動の強化を図るため、救助資機材のチェーンソー及び消火用の消防ホー

スを配置した。また、消防団の安全装備品として、風水害等の災害現場での安全確保や救助活動に

使用する救命胴衣を貸与した。

消防力の強化 １４億６，６８８万円 

総合的な消防力の向上を図るため、消防訓練センターの主訓練塔を改築した。また、老朽化した

多摩消防署宿河原出張所について、解体作業を行い、令和２年度の救急隊の増隊に向けて消防隊と

救急隊の２隊が運用可能な庁舎の設計を行った。さらに、中原消防団住吉分団市ノ坪班器具置場の

移転改築に向けて設計を行ったほか、消防ポンプ自動車２台、救助工作車１台、指揮車１台、電源

車１台等を更新し、令和元年度完成予定の大型消防艇に対応する桟橋の改築を行った。

＜計画的なまちづくりに＞ 

ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 １，１０８万円 

川崎駅周辺地区のバリアフリーマップの改定に向けた取組を行った。 

また、ユニバーサルデザインタクシーの導入促進に向けて、タクシー事業者16社の45台に補助を行い、

ユニバーサルデザインのまちづくりを推進した。 

都市計画マスタープラン区別構想の改定に向けた取組 ７１５万円 

都市計画の基本的な方針等を定める「都市計画マスタープラン」について、麻生区構想及び多摩

区構想の改定を行った。また、宮前区構想及び高津区構想の改定に向けて、市民意見を聴取するた

めの準備を進めた。 

広域的な交通網の整備 ８８８万円 

横浜市高速鉄道３号線の延伸に向けて、横浜市と協調し、事業計画に関する合意形成を進め、整

備効果、費用対効果等が認められたことから、平成31年１月に横浜市の事業化判断がなされた。 

身近な地域交通環境の整備 １，１２１万円 

コミュニティ交通の本格運行を実施している２地区については運行の継続に向けた技術的な支援

を行った。また、地域がコミュニティ交通の導入を目指す、麻生区岡上西地区や宮前区白幡台地区

等においては、地域交通検討のための情報提供や、技術的支援の提供を行った。 

魅力ある都市景観形成及び市民主体の地区まちづくりの推進 ２６６万円 

これまでの景観施策を継承し、新たに「地域の個性を活かす」「時代の変化に対応する」「質を

マネジメントする」という３つの視点に基づき「川崎市景観計画」の改定を行った。 



川崎市地区まちづくり育成条例等に基づき、４地区において市民発意のまちづくり活動の支援を

行った。 

地域の主体的な防災まちづくりの推進 ８，４４１万円 

地域防災力向上を図るため、既存３地区、新規３地区において活動支援を行った。 

密集住宅市街地の整備を進めるため、不燃化推進条例に基づき、老朽建築物の除却及び耐火性能

に優れた建築物の新築工事に対する費用の一部を助成した。また、防災空地の整備を行った。 

都市拠点整備の推進 ８５億６２万円 

民間による公共空間の利活用に向けて、川崎駅東口駅前広場周辺において実証実験を行った。 

小杉駅周辺地区再開発に向けて、小杉町３丁目東地区の施行者に対し、共同施設整備費など事業

に要する費用の一部を助成した。 

鷺沼駅前地区再開発に向けて、公共機能を含めた都市機能等について検討を行い、意見交換会な

ど多角的に区民意見の把握に取り組みながら、鷺沼駅周辺再編整備に伴う公共機能に関する基本方

針を策定した。 

登戸地区土地区画整理事業について、仮換地指定を一部の地区について実施し、一部建物につい

て移転補償を行うとともに、道路築造等工事を行った。 

新百合ヶ丘駅周辺のまちづくりについて、横浜市高速鉄道３号線延伸などの周辺環境の変更等を

見据えたまちづくりの推進に向け、駅周辺エリアにおける現況把握や課題抽出を行った。 

公共交通機関等の整備 ４６億５，５８８万円 

南武線駅アクセス向上等整備事業について、津田山駅、稲田堤駅の自由通路整備及び橋上駅舎化

を推進するとともに、中野島駅の臨時改札口設置工事等に着手した。 

既存建築物等の安全確保 ２億１９０万円 

特定建築物や耐震診断が義務付けされた沿道建築物の耐震性の向上を促すため、耐震改修等の費用の

一部を助成した。 

木造住宅や分譲マンションの耐震性の向上を促すため、耐震診断士を派遣するとともに、耐震改修等の

費用の一部を助成した。 

平成30年６月に発生した大阪府北部地震の被害に鑑み、地震によるブロック塀等の倒壊による被

害を防止するため、道路等に面したブロック塀等撤去の助成制度を創設し、撤去費用の一部を助成

した。 

庁舎等建築物の長寿命化対策 ２０億６，７６６万円 

大規模施設（146棟）を対象とした劣化調査・診断に基づく中長期保全計画の策定にあたり、平成 

30年度は14棟の施設について計画を策定した。 

また、「かわさき資産マネジメントカルテ」に基づき、計画保全の取組対象としている庁舎等建

築物（計400棟）の屋根、受変電設備、空調設備等の長寿命化対象部位について、中長期保全計画や

劣化状況等を総合的に判断して工事の優先度判定を行い、計画的に設計、工事等を実施した。 

良好な住宅・住環境の整備 ５５億６，０４３万円 

市営住宅の長寿命化改善に向けて、平成29～30年度事業として１団地40戸の改善工事を行った。 

川崎市住宅供給公社に管理代行等の委託を行うことにより、市営住宅等17,514戸に係る入居者の

募集・決定、建物の維持・修繕及び入居者からの相談等への対応などの管理業務を行った。 

公営住宅整備事業について、平成28～30年度事業として１団地52戸、平成29～30年度事業として

２団地116戸、平成30～31年度事業として１団地21戸の新築工事等を行い、このうち平成30年度に３

団地168戸が竣工した。 

特定優良賃貸住宅事業について、中堅所得のファミリー世帯向けの良質な賃貸住宅認定事業者に

対し、入居者の家賃負担を軽減するための助成を行った。 



高齢者向け優良賃貸住宅事業について、高齢者向けの良質な賃貸住宅認定事業者に対し、入居者

の家賃負担を軽減するための助成を行った。 

分譲マンションのバリアフリー化について、分譲マンションの共用部分における傾斜路、手すり

の設置等の段差解消工事を実施する管理組合に対し、費用の一部を助成した。 

東日本大震災の避難者支援のため、被災県からの要請を受け、民間賃貸住宅等を応急仮設住宅と

して避難者に提供した。 

川崎駅周辺既存ストック活用事業について、まちの新たな魅力・活用の創出及びインバウンドビ

ジネス等の普及促進を図ることを目的とし、今後の事業推進に向けた調査・検討を行うとともに川

崎駅周辺エリアにおいて２件の助成を行った。 

＜行政運営に＞ 

議会広報事業 ４，５０９万円 

「市民に身近な開かれた議会」をめざし、年４回の定例会ごとに広報紙「議会かわさき」を各戸

配布するとともに、視覚に障害のある方のため、点字版・録音版（カセットテープ・デイジー）を

発行した。また、本会議や予（決）算審査特別委員会、常任委員会等の模様を市民が視聴できるよ

うインターネット議会中継（生中継・録画中継）を実施した。さらに広報用テレビ番組（年２回）

を放映したほか、議会の活動を親子で楽しく学ぶ取組として夏休みこども議場見学会を開催した。 

文書共有システム関係事業 ５２１万円 

会議資料のペーパーレス化や議会運営の効率化を図るため、常任委員会等の委員会室における会

議及び執行機関からの情報提供資料において、タブレット端末を活用した文書共有システムの本格

運用を開始した。

行財政改革の推進 ５７８万円 

「川崎市行財政改革第２期プログラム」に基づき、「川崎市総合計画」に掲げる政策・施策を着

実に推進するため、必要な経営資源であるヒト・モノ・カネ・情報の確保等による市民満足度の高

い行財政運営に向けて、市民ニーズへの的確な対応に向けた組織の最適化や、市民サービス向上に

向けた民間部門の活用を行うとともに、全庁的な働き方・仕事の進め方改革の取組や、「川崎市人

材育成基本方針」に基づく人材育成を推進した。

総合計画及び政策評価の推進 ９１７万円 

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現をめざし、平成30年３月に
策定した川崎市総合計画第２期実施計画の着実な推進を図るため、施策・事務事業の進行管理を実

施した。

また、平成28年３月策定の第１期実施計画については、市民目線・専門的視点で、市の内部評価
結果の妥当性等の検証を行うとともに、効率的・効果的な施策推進に向けた評価を実施するため、

「川崎市政策評価審査委員会」において、重点的な審議対象施策を中心に審議等を行い、総括評価

を実施した。

シティプロモーションの推進及び広報活動の充実 ４億２，４００万円 

川崎の都市イメージの向上や市民の川崎への愛着・誇りの醸成を推進するため、「シティプロモ

ーション戦略プラン」に基づき、様々なメディアを効果的に活用し、川崎が持つ多彩な魅力を市内

外に情報発信するとともに、「都市ブランド推進事業」により、市民や民間事業者、団体が実施す

る都市イメージの向上等につながる事業を支援した。また、川崎の魅力と将来への方向性を表した

ブランドメッセージを、様々な機会を通じて、市民・団体・企業と連携しながら積極的に活用した。

市民参加の市政を進めていくため、必要な市政情報を市民に積極的に提供していく取組として、

「かわさき市政だより」の発行をはじめ、インターネット、テレビ、ラジオ等を活用した広報事業

を実施した。



新本庁舎の整備の推進 ３億２，２５１万円 

災害対策活動の中枢拠点となる新本庁舎について、実施設計を完了した。

電子市役所の整備 ２５億４，４９１万円 

平成27年度に策定した「川崎市情報化推進プラン」に基づき、情報化を計画的に推進した。また、
子育て分野の一部の手続においてマイナポータルを活用した電子申請を開始した。

市民の利便性向上や安全・安心な暮らしを支えるため、公共施設等における「かわさきＷｉ－Ｆ

ｉ」を整備し、アクセスポイントの数が546か所となったほか、利用登録などの統一化が図られた
接続アプリを活用することで、市内1,666か所で公衆無線ＬＡＮが利用可能となった。また、「か
わさきアプリ」について、市民の利便性向上に資する機能改修を行った。

資産マネジメントの推進 ３，００７万円 

公共施設等総合管理計画である「かわさき資産マネジメントカルテ（資産マネジメントの第２期

取組期間の実施方針）」に基づき、施設の長寿命化の取組を推進するとともに、令和２年度末に予

定する「資産マネジメントの第３期取組期間の実施方針」の策定に向けた考え方を取りまとめた。

また、中原区役所における広告付き庁舎案内表示板の設置や川崎駅北口自由通路への壁面広告の導

入、川崎駅西口第１駅前広場等の施設、動物愛護センター諸室へのネーミングライツ導入等を行う

ことにより、財産の有効活用の取組を推進し、歳入確保・歳出削減を実施した。

市民オンブズマン制度及び人権オンブズパーソン制度の推進 ７，６３６万円 

市政の改善並びに子どもの権利及び男女平等に関わる人権に関する相談・救済を行った。

危機管理・防災対策事業の推進 １９億５，２８４万円 

九都県市合同防災訓練（中央会場）を国の基幹的広域防災拠点である東扇島東公園を中心に実施

し、九都県市間の相互連携を強化するとともに、全市を挙げて取り組むことで防災意識の向上を図

った。

多重系・衛星系防災行政無線の再整備や情報連絡体制の見直し・強化を図った。

「洪水や土砂災害から身を守る」をテーマに防災タブロイド誌「号外！備える。かわさき」にハ

ザードマップを折り込み、市内の家庭、事業所に全戸配布するなど、全市的な防災啓発を行うとと

もに、総合防災訓練の各区複数回開催や自主防災組織への活動支援を通じて、地域防災力の向上に

向けた取組を推進した。

大規模災害被災者等の支援 １，００９万円 

市民や市内企業・団体等からの寄附金を積み立てた大規模災害被災者等支援基金を活用し、被災

地支援のための寄附や、市内避難者への生活支援などを実施した。

臨海部活性化の推進 ４，３５３万円 

臨海部の活性化に向けて、企業、学識者、行政、地域代表等で組織する「川崎臨海部活性化推進

協議会」を開催し、産学公民が連携した取組を推進した。また、臨海部ビジョンに位置付けた30年
後の将来像の実現に向け、13のリーディングプロジェクトの具体的な取組を推進した。さらに、川
崎臨海部の認知度向上を図るため、市内学校等を対象とした見学会などを実施するとともに、殿町

国際戦略拠点「キング スカイフロント」ＰＲ動画やラッピングバス等を活用した情報発信を行った。

国際戦略拠点整備の推進  １億３，４５０万円 

「キング スカイフロント」において、「国家戦略特区」及び「国際戦略総合特区」の制度等を活

用し、拠点形成を進めた。拠点活動の活性化を通じた地域産業への波及や拠点内外の交流・連携促

進に向けた取組を進めるとともに、市民認知度の向上や市民が科学に親しんでもらうことを目的に

「夏の科学イベント」を実施した。また、良好な景観形成、研究者等の交流促進や来訪者の利便性

に配慮した機能の整備など、国際戦略拠点に相応しい高水準・高機能な拠点整備を推進した。さら



に、羽田連絡道路の整備を契機とする臨海部へのアクセス機能等の充実に向けた検討を行った。

サポートエリア整備の推進 ７，９９５万円 

「キング スカイフロント」をはじめとした臨海部へのアクセス性を高める交通拠点機能の強化に

向けて、産業道路駅駅前交通広場整備に係る関係機関協議及び用地取得に向けた取組を推進した。

また、「浮島１期地区土地利用基本方針」に基づき、本格的土地利用に向けた取組を推進した。

さらに、「塩浜３丁目周辺地区土地利用計画」に基づき、市有財産の有効活用による新たな機能

導入に向けた調査・検討や地区の土地利用を支える基幹的道路の整備に向けた取組を推進した。

水素戦略の推進 １，１０５万円 

「水素社会の実現に向けた川崎水素戦略」に基づき、多様な主体と連携し「水素サプライチェー

ン構築実証」や「使用済プラスチック由来低炭素水素を活用した地域循環型水素地産地消モデル実

証事業」など、７つのリーディングプロジェクトを推進した。

ナノ医療イノベーションの推進 ３億４７３万円 

「キング スカイフロント」で進めているライフイノベーションの中核施設であるナノ医療イノベ

ーションセンターへの運営支援を実施した。

戦略拠点形成の推進 ２，１４９万円 

南渡田地区における、産業活動のデジタル化・ネットワーク化など「Society5.0」を先導し、臨
海部全体の機能転換を牽引する新産業創出拠点の形成に向け、南渡田地区拠点整備方針の策定に向

けた基礎的な調査を行うなどの取組を推進した。

臨海部交通ネットワーク形成の推進 １，９１２万円 

臨海部の持続的な発展を支え価値を向上させる交通機能の強化のあり方として、新たな交通ネッ

トワーク形成に向けた取組の方向性などを整理し、川崎アプローチ線等の新たな基幹的交通軸整備

の具体化に向けた調査検討や、東海道貨物支線の貨客併用化に向けて沿線開発動向調査を行った。

＜地域経済の発展に＞ 

産業政策 ９億８，４９２万円 

中小企業活性化条例、「かわさき産業振興プラン」の第２期実行プログラムに基づき、施策の推

進及び実施状況の検証、改善を行った。大企業と中小企業の双方向の技術交流による新製品開発等

を支援する「知的財産交流会」等を開催した。また「川崎市コンベンションホール」の運営を開始

した。

海外展開に係る相談の窓口である「川崎市海外ビジネス支援センター（ＫＯＢＳ）」により市内

企業を支援したほか、海外販路開拓を支援するための商談会等を実施した。

消費生活の安定及び向上を図るため、土曜日の消費生活相談を引き続き実施するとともに、消費

生活サポーター制度の実施や消費者市民社会フォーラム等を開催した。

地域商業及び観光の振興 ４億６，７７６万円 

「川崎市商業振興ビジョン」に基づき、エリアプロデュース事業を実施した。また「商店街エコ

化プロジェクト」として、ＬＥＤ等の省エネ型街路灯の設置・改修の支援を行った。

「新・かわさき観光振興プラン」に基づき、観光協会や民間事業者等と連携し、国内外で市内観

光資源の積極的なプロモーションを実施した。また「かわさき きたテラス」内の観光案内所等で

市内外からの来訪者に対する観光案内を実施した。

工業振興 ３億１，８８６万円 

「がんばるものづくり企業操業環境整備助成制度」の運用等を通じて、市内のものづくり機能の



集積・維持・強化に向けた支援を行った。

「かわさきグリーンイノベーションクラスター」を通じて、環境技術の発信や環境分野における

ビジネスの創出支援等を行うとともに、平成31年２月に「第11回川崎国際環境技術展」を開催した。
また、デザインの活用による市内産業の活性化を目的としたセミナーや、医療分野への参入を促進

するため「医工連携フォーラムinかわさき」等を実施した。

中小企業の支援 ２５１億３，７２５万円 

産業と福祉の融合により新たな活力と社会的価値を創造する「ウェルフェアイノベーション」を

推進するため、ネットワーク組織を運営し、福祉製品・サービスの創出・活用を促進した。「新川

崎・創造のもり」において産学交流・研究開発施設「ＡＩＲＢＩＣ（エアビック）」の供用を開始

した。また、ＮＥＤＯ及び川崎市産業振興財団と共に起業家支援拠点「Ｋ－ＮＩＣ（ケーニック）」

を開設した。さらに、成長が期待されるベンチャー企業10社に対し、専門家が伴走型の個別支援を
行った。

市内中小企業の新技術・新製品開発への支援や、展示会への出展等の販路拡大への支援を行った。

また、ＩＣＴ産業と他産業の連携を促進し、新たなビジネスモデル構築に向けた支援を実施した。

市内の幅広い業種の中小企業等に対し「生産性向上・働き方改革」に資する設備導入や人材確保・

育成の取組について支援するとともに、優れた取組の普及促進を行った。また、市内での創業の促

進に向け、創業支援資金の信用保証料補助率の引上げを実施した。

都市農業の振興 ２億５６３万円 

「川崎市農業振興計画」に基づく、担い手育成、市内産農産物の付加価値向上等の都市農業振興

を図るため、技術支援や意欲ある認定農業者等に対して新技術導入に必要な施設整備等への支援を

実施したほか、多様な主体と連携を図るフォーラムや都市農業の活性化を先導するモデル事業を実

施した。

生産緑地については、指定要件の緩和などにより目標の約２倍の約2.5haの指定を行い、また、
特定生産緑地の指定に向けては、生産緑地台帳の調査・電子化を実施した。

勤労者生活の充実 ４億６９５万円 

川崎市就業支援室「キャリアサポートかわさき」において490名の就職が決定するとともに、若
者の職業的自立を支援する「コネクションズかわさき」においても229名が就職等の進路に結びつ
いた。

技能職団体の学校出前講座６校、「かわさきマイスター」５名の認定、「かわさきマイスター」

の学校派遣42件、「技能フェスティバル」等のイベント開催・出展、経済振興事業等を実施した。

＜環境・リサイクルに＞ 

国際環境施策の推進 １，４０４万円 

環境技術・産業を活かした取組をより一層推進するため、「川崎市グリーン・イノベーション推

進方針」に基づき、環境行政課題の解決に向けた研究会を開催したほか、情報の共有・発信等の取

組を実施した。

地球温暖化対策の推進 １億３，２１４万円 

ＣＣ川崎エコ会議を通じた情報発信、地球温暖化防止活動推進センターやかわさきエコ暮らし未

来館を拠点とした各種普及啓発活動、低ＣＯ２川崎ブランド等の運用、事業活動地球温暖化対策計

画書・報告書制度の実施、次世代自動車の普及促進など総合的に地球温暖化対策の取組を実施した。

環境分野におけるエネルギー対策の推進 ２，１７９万円 

創エネ・省エネ・蓄エネを組み合わせた総合的なエネルギー対策の推進を図るため、住宅用環境

エネルギー機器導入補助事業や、中小規模事業者への再生可能エネルギー源利用設備及び省エネル



ギー型設備導入補助事業を行った。「市建築物における環境配慮標準」に基づき、公共施設への環

境配慮型設備の率先導入を進めた。

スマートシティの推進 ７７５万円 

低炭素で持続可能な社会の構築に向けて、川崎駅周辺地区における地域主体のエネルギーマネジ

メント実証事業の実施など、エネルギーの最適利用とＩＣＴ・データの利活用によるスマートシテ

ィの実現に向けた取組を実施した。

環境総合研究所における取組の推進 ５億７２万円 

地域の良好な環境を守るための大気や水質の監視・調査・研究、産学公民連携による共同研究、

環境教育・学習を行ったほか、優れた環境技術による国際貢献を推進した。

公害の規制及び監視・指導 １億７，１４４万円 

公害対策関係法令及び川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例に基づき、大気汚染、水質

汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭等の規制、監視・指導並びに調査研究等を行った。

ディーゼル車対策  １，５４４万円 

大気汚染防止のため、神奈川県条例に基づくディーゼル車運行規制や、かわさき自動車環境対策

推進協議会と連携した産業道路クリーンライン化事業を行った。また、トラック・バス事業者など

を対象に、低公害・低燃費車の導入助成などの取組を実施した。

総合的化学物質対策事業 ７４０万円 

化学物質による環境汚染の未然防止及び環境リスクの低減に向けて、環境実態調査、事業者にお

ける化学物質の自主管理、環境リスク評価、リスクコミュニケーションの推進などを総合的に実施

した。

廃棄物発電ごみ収集車等導入事業 ６，３７２万円 

電池交換型ＥＶ（Electric Vehicle）ごみ収集車及び電池ステーション等を導入しＥＶごみ収集車
による収集業務を開始するなど、廃棄物発電を活用した「エネルギー循環型ごみ収集システム」の

促進に向けた取組を実施した。

廃棄物の減量化、資源化の推進 ２億２３万円 

地球環境にやさしい持続可能なまちをめざし、ごみの減量及び資源化の推進に向けた各種広報を

実施した。また、廃棄物の減量化と資源化を目的として、事業系一般廃棄物排出事業者指導、小型

家電の拠点回収、ごみゼロカフェの開催、生ごみリサイクルリーダーの派遣、生ごみ処理機等の購

入費や市民団体の活動費の一部を助成するとともに、資源集団回収実施団体に奨励金、回収業者に

報償金を交付し、資源集団回収を推進した。

放射線安全推進事業  １億９，９６７万円 

東日本大震災に伴う原発事故由来の放射性物質の影響に対する市民の不安解消を図り、安全・安

心な市民生活を確保するため、「川崎市東日本大震災に伴う放射性物質に関する安全対策指針」に

基づき、環境等のモニタリングや焼却灰の処分等の取組を推進した。

廃棄物処理施設の整備 ６億６，１２２万円 

廃棄物関連施設の維持補修工事を実施した。また、浮島処理センターについては、長寿命化計画

に基づき実施設計に着手するなど、基幹的設備改良工事発注に向けた取組を実施した。

橘処理センターの整備 ７億４，５９３万円 

解体撤去工事を完了し、建設工事については設計等を継続して実施した。



堤根処理センターの整備 １，６００万円 

建替えに向けた基本計画の中間とりまとめを作成するとともに、環境配慮計画書に関する手続き

を実施した。

入江崎クリーンセンターの整備 ９億６，８８０万円 

移転に向けた整備計画の検討及び建設予定地の土地造成工事を実施した。

＜共生と参加のまちづくりに＞ 

地域の安全・安心なまちづくりに向けた取組 ５億４，３８０万円 

地域で発生する空き巣やひったくりなどの犯罪防止のため、自主防犯活動団体へ防犯カメラの設

置補助を行った。また、地球環境負荷や維持管理等に関わる負担の軽減などを図るため、防犯灯Ｌ

ＥＤ化ＥＳＣＯ事業によるＬＥＤ防犯灯の維持管理及び新規設置を実施した。

さらに、「かわさき安全・安心ネットワークシステム」により、市民等への迅速な情報配信を行い、

防犯意識の高揚・啓発や犯罪防止を推進した。

市民参加の促進と多様な主体との協働・連携のしくみづくり ２，３１８万円 

地域の活動を支えるプラットフォームの構築に向けて、協働・連携ポータルサイト「つなぐっど

ＫＡＷＡＳＡＫＩ」の運営やプロボノを活用した人材マッチング事業を実施した。また、若者の行

政参加促進事業を実施するなど、若者をはじめとした多様な世代・立場の市民による市政への参加

促進に向けた取組を実施した。さらに、参加と協働による地域課題解決の新たなしくみの構築に向

けて、「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」を策定した。

町内会・自治会、市民活動団体、ＮＰＯ法人などの活動支援 ５，９３９万円 

町内会・自治会の活動の活性化に寄与するため、市と不動産関係者等で締結した協定に基づき、

町内会・自治会の活動を紹介するポスター・チラシなどを作成・配布した。また、地域の拠点とな

る会館の整備を促進するため、会館整備に対する費用の一部を補助した。

さらに、ＮＰＯ法人等、多様な市民活動の発展・促進を図るため、市民活動補償制度を実施する

とともに、団体運営の基盤強化に資するセミナーの開催や、活動を支える寄附の促進に向けた情報

発信など市民活動への支援を行った。

人権施策及び平和施策の推進 ２億１，５６１万円 

人権を尊重し、共に生きる社会をめざして、「川崎市人権施策推進基本計画」に基づき、人権意識

の普及、外国人市民代表者会議の運営や「多文化共生社会推進指針」に基づく施策の推進、ヘイト

スピーチ解消に向けた啓発活動の実施、男女共同参画社会の実現に向けた男女平等施策の推進など、

人権施策を総合的に推進した。

また、平和都市の創造及び恒久平和の実現をめざして、「核兵器廃絶平和都市宣言」の理念に基づ

き、平和啓発事業を行った。

文化芸術の振興 ２８億２，０２０万円 

「第２期川崎市文化芸術振興計画」に基づき、文化施策全体の進行管理を図りながら、地域主体

の文化芸術事業の取組への支援を行うとともに、誰もが暮らしやすいまちづくりに向け、文化芸術

に親しめる環境づくりを推進した。また、「ミューザ川崎シンフォニーホール」、「市民ミュージアム」、

「藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム」、「岡本太郎美術館」、「アートセンター」、「小黒恵子童謡記念館」

など、それぞれに特色ある文化施設からの様々な文化芸術の発信などを通じ、国内外へ向けて川崎

の魅力を広く発信した。

特に、開館15年目を迎える「ミューザ川崎シンフォニーホール」については、地域文化の拠点と
して良質な音楽鑑賞の場を引き続き提供していくため、ホールを休館（平成31年１月15日～令和元
年６月30日）し、舞台音響設備、舞台照明装置、舞台機構設備等の改修工事に着手した。
さらに、「かわさきジャズ」などの開催や、「音楽のまち・かわさき」推進協議会、「映像のまち・



かわさき」推進フォーラムなどと連携した取組を通じて、音楽・映像を活用したまちづくりを推進

した。

市民スポーツの推進 ２億５，１８１万円 

「川崎市スポーツ推進計画」に基づき、スポーツ関係団体等と連携し、多くの方が気軽に参加で

きる様々なスポーツ事業を実施するとともに、障害の有無に関わらず、誰もが日常的にスポーツに

親しめる環境づくりや、多摩川を活用したスポーツ大会の開催による競技スポーツ活動の支援を行

った。

また、川崎を拠点として活躍する「かわさきスポーツパートナー」等と連携し、川崎の魅力を高

めるまちづくりを推進した。さらに、川崎のスポーツを振興するため、新たに基金を創設した。

東京オリンピック・パラリンピック推進事業 ８，２６２万円 

「東京2020オリンピック・パラリンピック」を契機として、誰もが自分らしく暮らせるまちづく
りを進めていくため、市民参加の取組やスポーツ、音楽のイベントなどを通じて「かわさきパラム

ーブメント」を推進した。また、英国代表チームの事前キャンプ受入れ準備及びホストタウンの取

組を進めた。さらに、若者文化の発信のためにイベントの支援や施設整備に向けた基本方針を策定

した。

スポーツセンター等の管理・運営 １２億１７１万円 

民間活力を活用したＥＳＣＯ事業の導入により、麻生スポーツセンターの空調設備等の省エネル

ギー化を図りつつ、長寿命化に向けた取組を推進した。

＜区政の振興に＞ 

区役所等庁舎の計画的・効率的な整備の推進 １億８，０７４万円 

老朽化が著しい多摩区役所生田出張所の建替えに向けて、旧庁舎の解体及び擁壁改修工事に着手

した。また、各区役所等庁舎の計画的・効率的な改修・補修を実施した。

参加と協働による地域課題解決の「新たなしくみ」の検討 ９０２万円 

「新たなしくみ」の区域レベルの機能として、地域での様々な新しい活動や価値を生み出し、社

会変革（ソーシャルイノベーション）を促す基盤（プラットフォーム）、「ソーシャルデザインセン

ター」などの検討を進めた。

区役所サービス向上の取組 １５１万円 

区役所応対の外部評価等を実施し、その結果を踏まえたサービス向上研修を行うことで、各区役

所の主体的な取組として、「区役所サービス向上指針」に基づくサービス向上を推進した。

地域課題対応事業の実施 ３億９，９２５万円 

地域社会が抱える課題の解決や地域特性を活かしたまちづくりを推進するため、区民の参加と協

働により、区役所が自主的に企画立案し、事業を実施した。

区の新たな課題即応事業の実施 １，７８５万円 

年度途中に発生した区の新たな課題について、区長の権限により適切かつ迅速に対応する事業を

実施した。

道路の維持補修 ３９億６，８４５万円 

市民生活に欠かすことのできない生活基盤である道路や施設等を、常に良好な状態に保つため、

舗装や側溝等の補修工事や設備の更新工事、道路や駅前広場の清掃及び除草等を実施した。



水路の整備及び維持補修 １億２，３６０万円 

水害防止や環境保全を図るため、水路改修を実施するとともに、水路の維持補修を実施した。

街路樹の維持管理 ４億５，５５７万円 

街路樹やグリーンベルトのせん定・刈込、除草・清掃、害虫駆除、枯損木の撤去等の適切な維持

管理を行い、一部の路線で街路樹の樹形管理及び交通障害対策を実施した。また、浅根性の老大木

で倒木の危険のある街路樹について、樹木診断及び更新整備を実施した。

公園の維持管理 ２２億５，５５９万円 

多様な市民要望に適切に対応し、老朽化した施設の改修を行い、安全かつ快適に利用できるよう、

公園緑地の適切な維持管理を実施した。

戸籍・住民票等の証明書交付の利便性向上 ２億３，９００万円 

個人番号カード（マイナンバーカード）を利用したコンビニエンスストアにおける戸籍・住民票

等の証明書の交付（コンビニ交付）の普及促進を図るとともに、マイナンバーカードの普及を進め

た。また、今後の関係法令の改正にあわせてマイナンバーカード等への旧姓の併記を可能とするよ

う、システム改修を行った。

＜港湾の整備に＞ 

魅力ある親水空間の形成 １，５１４万円 

    新たな港の賑わいの創出、地域の活性化や川崎の魅力発信を目的に、クルーズ船（ホテルシップ

等）の誘致活動を推進するとともに、岸壁などの受入施設の安全評価等の調査を行った。

港湾施設の整備 １５億４，９１０万円 

津波・高潮発生時の内陸部への浸水対策及び防潮扉を閉める作業員の安全性を確保するため、海

岸保全施設の改良を実施するとともに、災害時の緊急物資の輸送を円滑かつ確実に行うため、緊急

物資輸送路の液状化対策を実施するなど、川崎港の防災・減災対策を推進した。

また、臨海部の自動車交通渋滞の緩和、発災時の東扇島地区から内陸部への緊急支援物資の輸送

ルートの代替性の確保を目的として、国の直轄事業による臨港道路東扇島水江町線の整備を推進し

た。


